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「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」等に係るＱ＆Ａ

１．酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針関係
（１）基本方針

№ 事 項 地域 質 問 等 回 答 担 当

１ 基本的な考え方 東北 新たに公表された基本方針と前回の 国際化の進展や我が国におけるBSEの発生な 畜産企画課
青森 基本方針との考え方や理念などについ ど畜産をめぐる情勢の変化に対応して、 企画班（ ）

ての特徴的な変更点について、特に説 ① 担い手の育成・確保や経営体質の強化な
明願いたい。 どによる国際化の進展に対応し得る産業構

造の確立
② 自給飼料基盤に立脚した畜産経営の育成
③ 安全な畜産物の提供のための安全・安心

の確保や、健全な食生活の実現のための食
育の推進

を新しく位置付けるとともに、家畜排せつ物
法の完全施行を踏まえ、畜産環境対策につい
て見直したところである。

２ 全体の考え方 中四国 第１の１（２）の③に「自給飼料が 前回基本方針の下で、各種施策を推進する 畜産企画課
島根 減少傾向にある中」と言う表現がある ことにより、ヘルパー利用の増加、乳牛１頭 企画班（ ）

が、今回の目標数値は、前回目標が達 当たりの乳量の向上、家畜排せつ物処理施設
成されていない状況を踏まえて示され の計画的な整備等の一定の成果を得たところ
たものか。 である。

また、計画と実績対比等の事後評価 一方、小規模経営の離脱による飼養頭数の
をする考えがあるか。 減少分を規模拡大により補えきれなかったこ

とから、飼養頭数は減少傾向にあり、依然と
３ 前回計画の検証 九州 現行の計画（基本方針）の検証・評 して、国内生産の増大には結びついていない

価とその考え方について教示願う。 状況にある。
このような現状を踏まえ、１０年後の平成

２７年度における望ましい畜産の姿を見通し
た上で、その実現に向け、今後、関係者が一
体となって積極的に取り組むべき方針を今回

。の基本方針の中で明らかにしたところである
また、基本方針に基づく施策の計画的な推
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進を図るため、①施策の推進に関する手順を
示した工程表を作成すること、②政策評価を
積極的に活用して施策の効果等を検証するこ
とにより的確な工程管理を行うこととしてい
る。さらに、畜産企画部会等において、毎年
の進捗状況を検証し、必要に応じて施策を見
直していくことにより、基本方針に示された
課題に対応していくこととしている。

４ 食料自給率 中四国 食料自給率（新たな食料・農業・農 畜産に関する平成２７年度の食料自給率目 畜産企画課
岡山 村基本計画）を４５％（H27）として 標（重量ベース）としては、 企画班（ ）

（ ）いるが、この中で畜産の食料自給率の 牛乳・乳製品： ７５％ Ｈ１５：６９％
（ ）目標数量はどうなっていますか。 牛肉 ： ３９％ 〃 ：３９％
（ ）豚肉 ： ７３％ 〃 ：５３％
（ ）鶏肉 ： ７５％ 〃 ：６７％
（ ）鶏卵 ： ９９％ 〃 ：９６％
（ ）飼料作物 ： ３５％ 〃 ：２４％
（ ）うち粗飼料 ：１００％ 〃 ：７６％
（ ）濃厚飼料： １４％ 〃 ：１０％

を目標として掲げているところである。

５ 担い手 東海 「認定農業者に準じた一定の要件」 担い手は認定農業者を基本とするとともに 畜産企画課、
第１の２ １ については地域の実情を考慮すること 繁殖経営と肥育経営の分離や産地銘柄化等の 経営指導班（ （ ））

とされているが、地域の裁量として具 推進など、生産形態の特性や地域の実情を考
体的にどの程度まで認められるのか。 慮しつつ、認定農業者に準じた一定の要件を

満たす営農形態についても担い手として位置
付けることとしている。どういった経営体を
「認定農業者に準ずる」担い手として位置づ
けるのかについては、こうした実態も踏まえ
つつ、また、本年夏から秋にかけて検討が深
められることとなっている品目横断政策の対
象経営との整合性も図り、本年秋頃を目途に

、 。検討を進め 最終案をまとめることとしたい

６ 担い手 中四国 畜産においても、認定農業者が生産 №５に同じ。
第１の２ １ 岡山 現場の中核を担っているわけではな（ （ ））（ ）

い。中山間地域では、零細規模の肉用
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牛農家が耕種農家と連携して和牛放牧
に取り組み、肉用牛の増頭と農山村の
景観保全等に取り組んでいる例があ
る。

こういった小規模集団が国や県の施
策に取り組んでいるものなどを認定農
業者に準じた担い手として位置づけて
も良いと考えるが、具体的な「認定農
業者に準じた担い手」について見解を
お聞かせ願いたい。

７ 担い手 沖縄 認定農業者に準じた一定の要件を満 認定農業者に準じた経営体については、本 畜産企画課
第１の２ １ たす経営形態について、全体の何割を 年秋頃を目途に検討を進め、最終案をまとめ 経営指導班（ （ ））

見積もっているのか。また、こういっ ることとしており、現時点でこうした経営体
た経営形態を積極的に推進するのか。 が全体の何割を占めるかについては明言でき

ない。
なお、畜産は他作目に比べて認定農業者の

、 、割合が現在でも高い(酪農47% 肉用牛肥育31%
、 、 、 、肉用牛繁殖12% 養豚31% 稲作2%)が 例えば

品質向上・コスト低減・統一的出荷等に取り
組む生産組織(例：ＪＡ酪農部会、ＪＡ肥育・
繁殖部会など)が、組織内の既存の認定農業者
を核として、新たな認定農業者の育成や、組
織全体の生産性向上等に積極的に取り組む事
例が現在でも少なからず見られるところであ
り、そうした生産組織の構成員の中には、直
ちには認定農業者になれないにしても、将来
的には認定農業者となると見込まれる者が存
在するものと考えられるところである。

このような経営者を中心に、認定農業者へ
の誘導を重点的に行っていくことが必要であ
ると考えている。

８ 担い手 北海道 株式会社の農業参入については、一 農業生産法人であれば株式会社でも認定農 畜産企画課
第１の２ １ 部緩和されてきていることから、株式 業者になることが可能であり、また、農業経 経営指導班（ （ ））

会社の参入による人材の確保について 営基盤強化促進法等の一部を改正する法律案
も明確に位置づけられているとして良 が成立すれば、リース方式による農地利用が
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いか。 株式会社一般にも認められることから、この
ような株式会社についても担い手となり得る
ものと考えている。

９ 担い手 中四国 自己負担でデータベースの利用及び 今後担い手として位置づけられる農業者と 畜産企画課
第１の２ ３ 広島 支援組織を活用し、自ら経営戦略を建 して認定農業者を基本としつつ、認定農業者 経営指導班（ （ ））（ ）

、てる経営体を育成すべきではないか。 に準ずるものを位置づけていくこととするが
ご質問のような経営体は、十分に意欲的な農
家であると考えられることから、地域を支え
る農家として認定農家となって頂くことを含
め育成すべきと思われる。

１０ 経営安定対策 東北 経営安定対策については、対象経営 畜産についても、国際化が進展する中で、 畜産企画課
第１の２ ４ 青森 を明確化し、経営の安定性を向上させ 将来に渡り、安定的発展を図るためには、よ 経営指導班（ （ ））（ ）

ることを基本に見直しを行い、平成 り競争力の高い生産構造を確立することが重
１９年度から見直し後の対策へ移行す 要であり、そのためには、担い手が生産の大
ることとされたが、仮に、対象経営を 宗を担う構造を実現することが必要であると
担い手等に限定等した場合、対象から 考えているところである。
もれた小規模農家の経営離脱は加速化 畜産は他作目に比べて総じて認定農業者の

、 、し、国内生産基盤は脆弱化すると思わ 割合が現在でも高い(酪農47% 肉用牛肥育31%
、 、 、 、れるがいかがか。 肉用牛繁殖12% 養豚31% 稲作2%)が 例えば

品質向上・コスト低減・統一的出荷等に取り
１１ 経営安定対策 東海 「経営安定対策については、これま 組む生産組織が、組織内の既存の認定農業者

第１の２ ４ での施策の目的と効果を踏まえ、対象 を核として、新たな認定農業者の育成や、組（ （ ））
経営を明確化し」とあるが、対象経営 織全体の生産性向上等に積極的に取り組む事
は、認定農業者とか経営規模等により 例が見られ、こうした生産組織の構成員の中
規定されるのか。 には、直ちには認定農業者になれないにして

も将来的には、認定農業者となると見込まれ
る者が存在するものと考えられる。

このため、今回の酪肉近代化基本方針にお
いては、認定農業者を基本とするが、それだ
けでなく、認定農業者に準じた者も担い手と
して位置付けようとしているところである。

「 」どのような経営体を 認定農業者に準じた
担い手として位置づけるのかについては、こ
うした実態も踏まえつつ、また、本年夏から
秋にかけて検討が深められることとなってい
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、る品目横断政策の対象経営との整合性も図り
。本年秋頃を目途に検討を進めることとしたい

また、畜産における経営安定対策について
は、これまでの施策の目的と効果を踏まえ、
先ほどの畜産の担い手に関する検討も考慮し
つつ、経営の安定性を向上させることを基本
に本年秋頃を目途に検討を進め、最終案をま
とめることとしている。

１２ 経営安定対策 九州 新たな酪肉近において 「加工原料 畜産における経営安定対策については、こ 畜産企画課、
第１の２ ４ 乳生産者補給金制度」や「肉用子牛生 れまでの施策の目的と効果を踏まえ、畜産の 経営指導班（ （ ））

産者補給金制度」等について、平成 担い手に関する検討も考慮しつつ、経営の安
１９年度から新たな対策に移行するこ 定性を向上させることを基本に本年秋頃を目
とを記しているが、現段階での方向性 途に検討を進め、最終案をまとめることとし
が具体的にあれば教えて頂きたい。 ている。

１３ 生産コスト 北陸 経営体別生産コストの目標が全て 各経営体別に生産コスト低減のための取組 畜産企画課
第１の２ ５ 現状の８割程度 となっていますが み（飼養管理技術の向上、自給飼料の生産・ 金融税制班（ （ ）） 「 」 、

意図的統一されたのでしょうか、それ 利用拡大、規模拡大等）について検討し、生
とも、偶然こうなったのでしょうか。 産コストを試算した結果、各経営体とも「現

状の８割程度」となったもの。

１４ 生産コスト 中四国 現状の８割とする理由。 №１３に同じ。
（ （ ））（ ）第１の２ ５ 島根

１５ 生産コスト 北陸 コストの低減目標として 「現状の 経営指標作成に係る積算資料については、 畜産企画課、
第１の２ ５ 富山 ８割程度」としているが、経営モデル 農林水産省生産局畜産部のホームページに掲 金融税制班（ （ ））（ ）

の作成の一助とするため、その根拠と 載しているので、参照いただきたい。
なる積算資料を是非お示しいただきた
い。

１６ 生産コスト 東海 酪農における産直活動の推進が掲げ 産直については意欲ある酪農家の取組みの 畜産企画課
第１の２ ５ られているが、農協・農協連への出荷 一例として示したものであり、指定団体への 金融税制班（ （ ））

推進との関係をどう考えるべきか。 出荷を抑制すべきとの趣旨ではない。

１７ 生産コスト 中四国 生産コスト縮減の手法を明確にして 生産コスト低減のための具体的な取組みに 畜産企画課
第１の２ ５ 広島 いただきたい。 ついては、基本方針第１の２の（５）で示し 金融税制班（ （ ））（ ）
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ているとおりであり、経営形態の在り方によ
って、適宜、選択肢を組み合わせて取り組ん
で頂くことが望ましいと考えている。

なお、具体的な組合せ方については、経営
指標及びその積算資料（No１５参照）を参考
にして頂きたい。

１８ 流通コスト 中四国 生産費調査などの統計資料に流通コ 畜産物は、その加工の程度により様々な形 畜産企画課
第１の２ ６ 鳥取 ストが公表されていませんが、実態は 態で流通するとともに、そのルートも様々で 金融税制班（ （ ））（ ）

どうなっているのでしょうか。 あることから、一般に流通コストを把握する
ことは困難であるが、事例的に推計を行えば
次のとおり。
（例）

○牛乳・乳製品関係（第４の１参照）
・集送乳等経費：6～15円/kg程度
○食肉関係
・鹿児島～東京間の輸送費(１頭当たり)

生体：19,900円→部分肉：7,900円

１９ 需要拡大 東北 飲用牛乳について、新たな機能面に すでに解明されている効用等のＰＲも推進 牛乳乳製品
第１の２ ７ 青森 着目した栄養学・医学的研究を推進す することとしており、本年は、骨密度測定に 課（ （ ））（ ）

ることとされたが、既に解明されてい より日本人全般のカルシウム不足を再認識し 乳業班
る栄養面・機能性成分をＰＲすること てもらう等の牛乳の効用の普及・啓発等を推
も重要と考えるがいかがか。 進することとしている。

２０ 需要拡大 東海 牛肉について、国産牛肉の需要拡大 国産牛肉の需要拡大を図るためには、地域 畜産振興課
第１の２ ７ を図るために、高品質銘柄和牛の産地 の実情に応じた生産・販売戦略は重要であり 肉牛班（ （ ）） 、

拡大という考え方はないのか。 品質向上を図るため改良事業を推進すること
としている。しかし、銘柄和牛の生産振興は
各地域で考慮すべき事項であると考える。

２１ 自給飼料 北海道 自給飼料の向上が記載されている 飼料作物の単収については、個々の酪農家 畜産振興課
（第１の３） が 「経営類型」の中でも示している において、コントラクターの大型機械作業体 飼料生産、

反収（4,100～6,000kg/10a）を個別酪 系による効率化、優良種子の導入（今後開発 振興班
農家レベルで達成できるのか。また、 が見込まれる高収量のものも含む 、とうも）

、 、そのためどのような手立てがあるか示 ろこし作付の拡大 草地の適切な管理や更新
してもらいたい。 大量に生産されるたい肥の有効活用などを実
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施することにより、現状と比べ２割程度向上
させることは可能と考えている。

２１ 自給飼料 北海道 「酪農及び肉用牛生産の近代化を図 粗飼料自給率の目標100％の意義について 畜産振興課
(２) （第１の３） るための基本方針（案）のポイント」 は 「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るた 飼料生産、

には、下記の記述がある。 めの基本方針のポイント （カラーパンフ） 振興班」
この中の粗飼料自給率の目標100%の のＰ16～17にあるとおり、国土の有効活用、

意義について解説されたい。 資源循環型畜産の確立、飼料自給率の向上を
また、想定している事業があれば、 通じた食料自給率の向上に資するという点に

その内容について説明されたい。 ある。
自給飼料増産対策については、様々な措置

○飼料自給率 を講じているところであるが、１８年度予算
現状（１５年度） ２４％ については現在検討中であり、明言すること
目標（２７年度） ３５％ はできない。

○粗飼料自給率 なお、１８年度予算については 「具体化、
現状（１５年度） ７６％ に向けた工程表」のＰ４に示したとおり、飼
目標（２７年度）１００％ 料自給率向上に向けたクロス・コンプライア

○稲発酵粗飼料の作付面積 ンス（自給飼料生産の取組度合いを示す「規
（１２年度） ５２１ｈａ 範」の遵守の要件化等）を検討しているとこ
（１５年度）５，２１４ｈａ ろである。

２１ 自給飼料 北海道 自給粗飼料を確保するためには、計 １ 飼料作物の生産拡大を図るためには、作 畜産振興課
(３) （第１の３） 画的な草地更新、公共牧場の活用など 付面積の拡大とともに、単収の向上を推進 飼料生産

の他牧草やトウモロコシの品種開発も することが重要である。 振興班
あると考えるが、計画的な草地更新を ２ 単収の向上を図るためには、
どのように取り組もうとしているの ① 定期的な草地更新
か。また、試験研究部門における品種 ② 収量が高い優良品種の開発と普及
開発についてどのような見通しをもた 等に取り組むことが重要である。
れているのかお伺いする。 ３ このため、国としては、

① 草地更新に要する経費助成
② 草地更新を受託するコントラクターに
対する経費助成

③ 独立行政法人等の試験研究機関による
優良品種の開発の支援

等を通じ、単収の向上を推進して参りたい
と考えている。

４ なお、飼料作物の研究開発の見通しにつ



- 8 -

いては 「食料・農業・農村基本計画」の、
参考付表として取りまとめられた「研究・
技術開発の展望」に示されているが、10年
後における研究段階でのＴＤＮ収量の目標
は、現状より１割程度増となっており、ヘ
クタール当たり単収がチモシーで６ＴＤＮ
トン、トウモロコシで11～13ＴＤＮトン等
となっている。

２２ 自給飼料 東北 基本方針のポイントの中で、粗飼料 水田地帯等から畜産地帯への粗飼料の流通 畜産振興課
（第１の３） 青森 自給率を７６％から１００％にすると 対策については、広域流通のためのストック 飼料生産（ ）

しているが、粗飼料の流通対策も明示 ポイントの整備等を行う飼料増産に係る対策 振興班
すべきでないか。 等のほか、耕種農家と畜産農家が組合員とな

っている農業協同組合による双方の需給情報
の把握や流通体制の確立への支援など、関係
機関が一体となって農家への支援を推進する
ことが重要であると考えており、それぞれの
地域において積極的な取組をお願いしたい。

２３ 自給飼料 東北 国の飼料増産目標は作成されるの 新たな「酪肉近代化方針」において、自給 畜産振興課
（第１の３） 山形 か。されるならばいつごろか。 飼料に係る記述を項立てし充実させたことか 飼料生産（ ）

ら 前回 １２年 策定した長期計画たる 飼 振興班、 （ ） 「
料増産推進計画」を、今回策定する予定はな
い。

このため、都道府県に対し「飼料増産推進
計画」の策定は求めないが 「都道府県酪肉、
近計画」において、飼料自給率や飼料作物の
作付面積などの目標設定を求めることとして
いる。

また、これに加え、毎年度の具体的な取組
とタイムスケジュールを明記した「飼料増産
行動計画」の策定をお願いすることとしてい
る。

２４ 自給飼料 北陸 前回同時期には、飼料増産推進計画 「飼料増産推進計画」を今回策定する予定 畜産振興課
（第１の３） が示されその中で飼料作面積等につい はなく、また、ブロック別の生産目標も示す 飼料生産

てのブロック別生産目標が示されまし 予定はない。 振興班
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たが、飼料関係については、前回示さ このため、都道府県に対し「飼料増産推進
れた飼料増産計画がそのまま引き続き 計画」の策定は求めないが 「都道府県酪肉、
生きてくるのでしょうか、あるいは新 近計画」において、飼料自給率や飼料作物の
たな飼料増産計画が示されるのかどう 作付面積などの目標設定を求めることとして
か（また、県計画は今回立てる必要は いる。
あるのか否か 。 また、これに加え、毎年度の具体的な取組。）

とタイムスケジュールを明記した「飼料増産
行動計画」の策定をお願いすることとしてい
る。

２５ 自給飼料 北陸 飼料増産に係る計画は別途作成する №２４に同じ。
（第１の３） 新潟 必要があるのか、また県計画では具体（ ）

的に飼料増産目標、自給率目標の設定
が必要となるのか。

２６ 自給飼料 中四国 国産稲ワラの飼料利用だけでは、目 畜産農家の自給飼料生産拡大のほか、稲発 畜産振興課
（第１の３） 岡山 標の自給飼料自給率１００％は達成困 酵粗飼料や稲わらの生産利用実態及び意向に 飼料生産（ ）

難と考えられる。その他の具体策をお 関する調査に基づく需給マップの作成等を通 振興班
聞かせ願いたい。 じた耕畜連携強化による水田での飼料作物生

産の拡大や、放牧利用実態等に関する調査に
基づく放牧利用可能需給マップの作成等を通
じた耕作放棄地、野草地、林地等の低・未利
用地における放牧利用の拡大等に対し、関係
機関が一体となって農家への支援を推進する
ことが重要であると考えており、それぞれの
地域において積極的な取組をお願いしたい。

２７ 自給飼料 中四国 転作田を活用する場合、米の食料自 水田における稲発酵粗飼料等の飼料作物の 畜産振興課
（第１の３） 岡山 給率の向上との関わりについてどのよ 作付を拡大するためには、稲作農家の水田利 飼料生産（ ）

うに推進すればよいか （転作田が播 用計画についての情報を把握する必要がある 振興班。 。
種期前に集積されるような情報が手に このため、稲作農家と畜産農家が組合員と
入れば、活用しやすくなる ） なっている農業協同組合による双方の意向把。

握や、稲発酵粗飼料等の生産と利用実態及び
意向に関する調査を基にした飼料作物の需給
マップの作成等を通じて、情報の提供を図っ
ていくこととしている。
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２８ 畜産環境 関東 「簡易対応」の中には、適正範囲で 簡易対応に関する公の定義はないが 『家 畜産企画課、
（第１の６） （神奈 のほ場還元を含むと理解してよいか。 畜排せつ物法に基づく管理基準への適合のた 環境保全班

川） め、防水シートなどを利用することにより、
施工が容易で工期も短く設置コストが安価と
いった簡易な構造物を設置して家畜排せつ物
の管理の適正化へ対応すること』を、便宜上
「簡易対応」と呼称している。

なお、１６年１２月現在の法施行状況対応
調査の分類では、ほ場への直接散布は 「簡、
易対応」ではなく「その他の方法」に分類し
ている。

２８ 畜産環境 北海道 １６年１１月から家畜排せつ物法が １ 環境に配慮した畜産経営については、 畜産企画課
(２) 完全施行されたところであり、今後、 ① 耕畜連携による資源循環型畜産の確立 環境保全班、

一層、環境に配慮した畜産経営が求め 家畜排せつ物の高度利用の普及や家畜排
られるものと考えるが、この計画にお せつ物処理施設整備の推進など、農家の
いて、今後の家畜ふん尿の処理や利活 自主的な取組だけでなく行政の支援も必
用のあり方や支援策などを、国として 要な部分があるものの、
どのように想定しているのかお伺いし ② 個々の畜産農家が、現在施行されてい
たい。 る関係法令の遵守に努めるとともに、清

掃の励行など、既に多くの畜産農家が実
践している日常業務を着実に進めていく
ことも極めて重要である。

２ このため、本計画においては、
① 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用
の促進に関する法律の本格施行を受け、
その利活用の促進が必要となっているこ
とから、化学肥料の代替資材としての利
用推進やメタン発酵等によるエネルギー
利用を含めた利活用技術の開発等を推進
する。また、簡易対応により管理基準を
クリアしている畜産農家について、経営
規模や地域の実情に応じ、たい肥舎等の
施設の整備を推進する。

② たい肥の成分分析の実施、耕種農家の
ニーズに合ったたい肥の生産方法と適切
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な施用方法の普及や、コントラクター等
の活用を通じた水田等へのたい肥の利用
を推進する。

③ 家畜生産等に伴う環境負荷を低減し、
我が国畜産業全体について環境保全を重
視したものとするため、農業者が環境保
全に向けて最低限取り組むべき規範を策
定し、各種支援策のうち可能なものから
要件化を進める。

などの取組を行うこととしているところで
ある。

２９ 生産・頭数目標 北海道 ①生乳生産量、②乳牛飼養頭数、 ＜①、②、③について＞ 畜産振興課
（第２） ③肉用牛飼養頭数について、意欲的な 生乳生産量、乳用牛飼養頭数及び肉用牛飼 乳牛班

２７年度目標値が示されている地域が 養頭数については、近年の酪農及び肉用牛経 肉牛班
あるが、どのような施策をもって現状 営の動向、自給飼料基盤、乳牛及び肉用牛の
→目標値に引き上げるのか、具体的に 能力向上等の地域差等を考慮し、他地域と比
ご教示願いたい。 較して意欲的な目標になっているところ。
（例）○○の施策によって現状の農家 この目標の達成については、強い農業づく
戸数○○○戸を目標の○○○戸に引き り交付金や畜産業振興事業等により、
上げ、それによって、飼養頭数の増加 ○新規就農の促進等による担い手の育成・
を見込む。 確保、乳用牛及び肉用牛の能力向上や飼

養管理技術の高度化等を通じた低コスト
化、支援組織の活用による省力化等を通
じた経営体質の強化

○輸入品に対する競争力を有する液状乳製
品、チーズ等の需要拡大及び流通・加工
コストの低減を図るための生産・供給体
制の確立

○家畜排せつ物の適正な管理及び有効利用
といった諸課題の解決を図ることで達成した
い。

２９ 生産目標 今回の基本方針においては北海道に １ 肉用牛の飼養頭数については、牛肉の国 畜産振興課
(２) （第２） 対する肉用牛の目標頭数が現行の1．5 内生産量を拡大させるため、全ての地域で 肉牛班

倍と意欲的な数値であるが 種類別 乳 増加させる必要があるが、特に主産地であ、 （
用種、専用種等）の目標頭数はどのよ る北海道は他の地域より伸び率が高い。
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、 、うになっているかお伺いする。 ２ 種類別では 肉専用種と乳用種等ともに
また、一戸当たりの飼養頭数を増加 分娩間隔の短縮、子牛の事故率低下等によ

することにより達成していくのか、あ り子牛の生産率が向上し、飼養頭数が増加
るいは新たな飼養農家を増やすことに すると見込まれ、肉専用種は１２万４千頭
より達成することとしているのか併せ （15年度）が１５万４千頭（27年度）に、
てお伺いする。 乳用種が ３２万３千頭が５５万６千頭に

なると設定したところである。
３ 特に、乳用種については、他の地域に比

べ北海道においてかなり増加しており、自
給飼料基盤の拡大の余地があること、地域
内・経営内一貫経営の進展等が見込まれる

、 ．ことから 肉専用種に比べ増加率が高く１
７倍になると見込んでいる。

４ また、飼養頭数の増加を図る方法として
は、新規就農の促進等による担い手の育成
・確保を図るとともに、繁殖雌牛の増頭に
よる規模拡大を図ることとしており、この
他に、産肉・繁殖能力の向上による低コス
ト化、支援組織の活用による省力化等を通

。じて経営体質の強化を図ることとしている

３０ 生産・頭数目標 北海道 生乳を現状８４０万トン→目標９２ 今後とも消費増が期待できる生クリーム等 牛乳乳製品
（第２） ８万トンに伸ばすこととしているが、 液状乳製品及びチーズを総合的に見込んだも 課

品目（生クリーム、チーズ等）ごとに のである。 価格調査班
どの程度量を伸ばすのか、増加分約９
０万トンの内訳をご教示願いたい。 増加分＋８８万トンの内訳
（例）９０万トン (８４０万トン→９２８万トン）

チーズ ○○トン ・飲用牛乳 ＋ ２万トン
生クリーム ○○トン ・乳製品等 ＋８６万トン

３０ 生産目標 北海道 酪農においては、生乳生産量を現状 １ 平成２７年度を目標とする新たな酪肉近 畜産振興課
(２) （第２） より88万トン伸ばすこととしている においては、飼養頭数をほぼ横ばいと見込 乳牛班

が 飼養頭数 をほとんど増加させず む一方、乳用牛改良や飼養管理技術の高度、 、
一頭当たりの乳量の増加により補うよ 化等を通じた１頭当たり乳量の向上を見込
うに見えるが、そうした場合、自給飼 み、生乳生産量は、全国９２８万トン、
料から購入飼料に依存することにつな 北海道４７５．５～５２５．５万トンと見
がるのではないかとの危惧があるこ 込んでいる。
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とについてどう考えているのかお伺い ２ １頭当たり乳量の向上と粗飼料給与率と
する。 の関係については、牛の体重、乳量等から

算出される乾物摂取量の生理的限界からみ
ると、２７年度の目標水準程度の乳量であ
れば、産乳に必要な養分要求量を満たしつ
つ、粗飼料給与率は７０％強までは上げる
ことができることから、１頭当たり乳量を
増加させ生乳生産量を伸ばすことが、直ち
に濃厚飼料への依存につながるものとは考
えていない。

３１ 生産・頭数目標 東北 「地産地消」の全国展開、国産農産 加工食品は、多くの原材料から製造されて 畜産企画課
（第２） 青森 物の消費拡大を促進するための一方法 いることから、一律に原料の原産地表示を義 企画班（ ）

として、加工品等の原材料の原産国表 務づけることは困難である。
示が必要と思うがいかがか。 このため、平成１６年９月から基本的に全

（ 、ての生鮮食品に近い加工食品 調味した食肉
ゆで又は蒸した食肉及び食用鳥卵など）につ
いて、その主な原料を原産地表示の対象とし
たところであり、平成１８年１０月以降には
これらの表示が義務化されることとなってい
る。

さらに、外食における原産地の表示につい
ては、ガイドラインを整備し、外食産業によ
る自主的な表示の取組を促進することとして
おり、現在、ガイドラインの策定に向け、消
費者、外食事業者、有識者からなる検討会を
開催しており、本年夏頃にとりまとめる予定
である。

３２ 生産・頭数目標 東北 牛乳乳製品の需給状況においては、 ２７年度における牛乳乳製品の国内消費量 牛乳乳製品
（第２） 青森 輸入量が現況３９２万トンに対し、目 は微増と見込んでいるが、チーズ等について 課（ ）

標３０１万トンに低下する見込みであ 低コスト化による国産品の競争力を強化する 価格調査班
るが どのような理由で低下するのか ことによって、輸入品から国産品に置き換わ、 。

るものと見込んでいる。

３３ 経営指標 中四国 経営指標について、粗飼料給与率 粗飼料については、経営内の自給を基本と 畜産振興課
（第３） 島根 ５０％、経営内飼料自給率４５％の目 しているが、畜産経営の飼料生産労働力や自 飼料生産（ ）
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標設定は、粗飼料をほぼ１００％自給 給飼料生産の実態を考慮し、一定量について 振興班
すると解釈してよいか。 は耕種農家等により地域内で生産された粗飼

料の購入により確保するものとして設定して
おり、国内で生産される粗飼料により完全自
給を図ることとしている。

３４ 経営指標 中四国 トウモロコシ生産による自給率向上 飼料作物の作付及び利用については経営の 畜産振興課
（第３） 島根 を推進するのか。 立地する地域ごとの気候や土地条件に適した 飼料生産（ ）

作物を作付けすることとしている。 振興班
特に、専用機械の開発やコントラクター組

織の増加等から、単位面積当たり栄養収量に
優れるとうもろこし（気象条件を考慮し、サ
イレージの通年利用）を積極的に拡大するこ
とにより飼料自給率向上を図ることとしてい
る。

３５ 経営指標 中四国 所得は 「粗収入－経営費」で１人 主たる従事者以外の家族の所得は、雇用者 畜産企画課、
（第３） 島根 分算出している。経営形態「家族」で の賃金と同様に経営費に含めて計算している 金融税制班（ ） 。

あれば、家族員の所得は経費に含まれ
ているのか。

３６ 経営指標 中四国 各項目の設定・積算根拠を示して欲 №１５に同じ。
（第３） 島根 しい。（ ）

３７ 経営指標 沖縄 酪農、肉用牛ともにかなり生産コス №１５に同じ。
（第３） トを下げているが、どのような試算で №１７に同じ。

下げているのか。

３８ 集送乳合理化 中四国 集送乳等経費について現状の７～９ 現在の集送乳等経費の水準に応じてグルー 牛乳乳製品
（第４の１） 島根 割と幅を持たせた理由。 プに分け、地域間の経費格差の縮小・平準化 課（ ）

を図る観点から、それぞれのグループごとに 生乳班
実現可能な水準により経費削減率目標を設定
したものである（17年2月4日の畜産企画部会
資料5参照 。）
（集送乳の合理化については、別途通知を発
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出し、説明会を開催 ）。

３８ 需要拡大 北海道 全国ベースで、牛肉の生産目標数量 牛肉の消費のうち約２／３が加工・外食仕 畜産企画課
(２) （第４の２） は10万トン増加することとしている 向けであり、国産の需要拡大を図っていくた 企画班

が、今後ＦＴＡ等により外国産の増加 めには、これらの需要先の維持・拡大が不可
が想定されるなかで、どのように国産 欠。
の需要を開発していこうとしているの このため、加工事業者や外食事業者等の実
かお伺いする。 需者のニーズにきめ細かく対応することが重

要であることから、と畜・解体から部分肉処
理までを一貫処理し 多様な商品スペック 仕、 （
様）への対応が可能な食肉センターの整備を
引き続き推進。

また、牛肉トレサ法に基づく生産履歴情報
が提供できるというメリットを活用しつつ、
加工事業者や外食事業者と生産者が連携した
国産牛肉の販路拡大の取組を実施することも
効果的であると考えている。
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（２）計画作成要領、県計画・市町村計画

№ 事 項 地域 質 問 等 回 答 担 当 課

３９ 作成要領 東北 今回の作成要領はいつ出るのか。 ５月２６日付けで文書を発出している。 畜産企画課
山形 地域振興班（ ）

４０ 作成要領 関東 ブロック説明会までに改正要領が提 作成要領については、５月１６日に農政局 畜産企画課
（神奈 示され、説明会においては県計画作成 担当者を本省に集めて説明会を開催しており 地域振興班、
川） にあたっての留意事項についても説明 その後、農政局等単位で都道府県担当者を集

が行われることを望む。 めて説明会を開催することとしている。
（ブロック会議では説明時間が限られている

ことから、作成要領についての細かい点に
ついての説明は予定していない ）。

４１ 作成要領 北陸 円滑な作成作業のため、ブロック別 №４０に同じ。
新潟 説明会で今回計画の作成要領を説明願（ ）

いたい。

４２ 作成要領 東北 県計画書の内容（様式）は、12年度 県計画に記載すべき項目は酪肉振興法に定 畜産企画課
山形 の様式と大きく変わるのか。 義されており大枠は変わらない。新たな基本 地域振興班（ ）

方針の内容を反映させた内容となる。

４３ 作成要領 関東 作成要領に、市町村計画の協議を行 市町村計画の都道府県知事協議については 畜産企画課
（神奈 うための判断基準について、より具体 特に判断基準を盛り込むことは考えていない 地域振興班。
川） 的な明記を望む。 市町村計画の知事協議であれば、都道府県

計画の内容に調和しているかどうか一般的基
準に即して判断して頂きたい。

４４ 作成期限 東北 県及び市町村計画の策定期限はいつ 都道府県計画の大臣協議は１２月中（農政 畜産企画課
山形 までか。 局への送付は１１月中 、市町村計画は都道 地域振興班（ ） ）

府県計画の協議終了後速やかに作成し年度内
に都道府県知事協議を終了して頂きたい。

国、都道府県、市町村が一貫した方針のも
とに酪農及び肉用牛生産を振興する必要があ
るため速やかな計画の作成をお願いしたい。
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４４ 作成期限 九州 原則１１月３０日までに地方農政局 国、都道府県、市町村が調和した方針の下 畜産企画課
(２) 長に提出し、農林水産省は１２月２８ に酪農及び肉用牛生産を振興していくため、 地域振興班

日までに協議を了することとなってい 速やかな計画作成をお願いしているところで
るが、仮に県計画の作成が遅れた場合 ある。
には本省協議が年明けになっても良い このため、農政局においては、特別な事情
か。 のない限り期限までに県計画を作成して提出

して頂くようご協力願いたい。
仮に、やむを得ず県計画の作成が遅れ期限

までに提出されなかった場合は、必然的に協
議手続きも遅れることが想定されるが、極力
期限内に協議を終了するよう努めたいと考え
ているのでご協力願いたい。

４５ 地域の自主性 九州 酪肉近代化計画のデータとして利用 基本方針が国の統計を用いて数値目標を設 畜産企画課
する国の統計だけで不足する場合、県 定していることから、都道府県計画、市町村 地域振興班
で集計している統計資料の活用もさせ 計画における数値目標と基本方針の数値とを
てほしい （前回作成時において、国 比較するためにも国のデータを使用すること。
の統計データが各県ごとの細かい数値 を基本として頂きたい。
がない場合、各県統計データを認めて しかしながら、国の統計データだけで不足
もらえなかった） する場合は、各県統計データを使用しても差

し支えない。

４６ 地域の自主性 関東 前回同様地域の自主性を尊重願いた 国の基本方針との整合が図られる範囲内で 畜産企画課
静岡 い。 あれば、地域の実情を踏まえ、都道府県や市 地域振興班（ ）

町村が主体的に計画を作成して頂きたい。

４７ 地域計画 九州 担い手として明確化すべき経営形態 担い手農家については本年秋頃を目途に明 畜産企画課
（担い手） について、都道府県計画又は市町村計 確化する予定であるが、都道府県計画につい 経営指導班

画の中で位置付ける必要があるのでは ては１２月中、市町村計画については本年度
ないか。 中を目途に策定予定であるため、同計画の中

に担い手として明確化すべき経営形態を盛り
込むことは時間的に困難と思われる。

都道府県計画又は市町村計画が策定さ
れた後に、当該計画の具体化や実現に向

、けた行動計画を策定することが望ましく
その中で担い手として明確化すべき経営
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形態やその育成・確保の目標、その達成
のための取組や行程表について盛り込む
ことが適当である。

４８ 地域計画 九州 他産業並の所得が得られなくとも、 担い手については、他産業並みの所得を確 畜産企画課
（担い手） 担い手として位置付けられた経営体に 保することを目標にする認定農業者を基本と 経営指導班

ついての経営形態については何らかの するとともに、繁殖経営と肥育経営の分離や
指標（生産集団としての活動や生産目 産地銘柄化等の推進など、生産形態の特性や
標）等の設定を検討する必要があるの 地域の実情を考慮しつつ、認定農業者に準じ
ではないか。 た一定の要件を満たす営農形態についても担

い手として位置付けることとしている。どう
いった経営体を「認定農業者に準ずる」担い
手として位置づけるのかについては、頂いた
ご意見を参考にしながら、こうした実態も踏
まえつつ、また、本年夏から秋にかけて検討
が深められることとなっている品目横断政策
の対象経営との整合性も図り、本年秋頃を目
途に検討を進め、最終案をまとめることとし
たい。

４９ 地域計画 東海 畜産副産物の交差汚染防止に向けた 作成要領第１の３「都道府県計画の記載上 衛生管理課
（安全・安心） 取り組みを記述してはどうか。 の注意」及び第２の３「市町村計画の基本的 飼料安全

な考え方」に、畜産物に係る安全・安心の確 基準班
保についての基本的な考え方を記述するもの
としているところであり、これに則し地域の
実態を踏まえ記述願いたい。

５０ 地域計画 関東 県計画を策定するうえで、浄化処理 地域性を踏まえて、都道府県が液肥化・た 畜産企画課
（畜産環境） （神奈 を加えることが考えられるが、浄化処 い肥化よりも浄化処理がふさわしいと考える 環境保全班

川） 理についてはどのように考えたらよい のであれば、適切にご対応されたい。
か。

５１ 地域計画 中四国 堆肥センターが存在する市町村は、 適切にご対応されたい。 畜産企画課
（畜産環境） 島根 行政区域を越えた広域的な表現をして 環境保全班（ ）

もよいか。また 「農家経営の堆肥利、
用」の割合は、現状数値を設定してよ
いか。
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５２ 地域目標 東北 経営感覚に優れ、ゆとりある生産性 飼養頭数や生産数量等の数値目標等につい 畜産企画課
宮城 の高い畜産経営体を育成するにあた ては、地域の実情を踏まえ、都道府県や市町 地域振興班（ ）

り、地域の実情を踏まえた上で計画を 村が主体的に作成して頂きたい。
作成するが、その際、既に公表されて その際、国の目標と相違することもやむを
いる基本方針や改良増殖目標の数値と 得ないと考えるが、意欲的かつ合理的な目標
若干の乖離が発生する場合も想定され の数値設定をして頂きたい。
るため、柔軟性を持たせた計画作成を
お願いしたい。

５３ 地域目標 北陸 従来は、頭数についての地域別目標 地方の自主性を尊重する観点から、前回の 畜産企画課
について本省から各農政局に割当ら 酪肉近計画から各ブロック毎の割り当ては行 地域振興班
れ、各県計画を立てる段階で農政局が っていない。今回も割り当ては行わない。
目標頭数の数値を各県に割り振ったと
聞いているが、今回についても同様に
農政局単位で割り振られのかどうか。

５４ 地域目標 中四国 各県の地域性を尊重して、国からの №５３に同じ。
岡山 割当を行わないように願いたい。国の（ ）

目標達成のため行わなければならない
場合でも、それは「努力目標」として
位置づけ、県の目標値の設定が可能な
ようにしてもらいたい。

５５ 地域目標 北陸 基本方針で地域毎に目標数値に幅を №５２に同じ。
富山 持たせているが、地域の事情や取組に №５３に同じ。（ ）

濃淡があるという事情と解する。この
場合、県計画の積み上げが最終的に基
本方針の目標数値と多少乖離してもや
むを得ないと解してよいか （県計画。
と市町村計画との関係においても同
様。また、数量的な割当は行わないと
いう考え方でよいか ）。

５６ 地域目標 東海 基本方針において、東海地域の生乳 №５２に同じ。
生産数量及び乳牛飼養頭数が、現在よ
り減少する目標となっているが、県・
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市町村計画においても減少する目標で
可ということか。

５７ 地域目標 中四国 平成１２年度計画は、目標年度を №５２に同じ。
島根 ２２年と設定し生乳生産量の向上を数（ ）

値化していた。生乳の生産向上を掲げ
た場合、各県独自の数値を設定しても
よいか。

５８ 地域目標 中四国 既に数値目標を示している計画との №５２に同じ。
島根 整合を考えた場合、各県計画の積み上（ ）

げと国計画の数値に整合性が取れない
目標もあるが問題ないか。

５９ 地域目標 中四国 「基本方針」の中国四国地域の飼養 №５２に同じ。
広島 頭数目標値は，乳用牛が現状の７４～（ ）

８１％，肉用牛が１１７～１２９％と
なっており，特に乳用牛の減少率が大
きい。生乳生産量も８２～９０％とな
っている。

県計画を作成するに当たり，飼養目
標及び生乳生産量をこの範囲内に留め
なければならないのか。

６０ 地域目標 九州 ①生産目標や飼料自給率目標につい ①№５２に同じ。 畜産企画課
て、今後、計画（目標設定）に対する 地域振興班
外部的な評価が厳しくなることが予測
されることから、現状の見込みと乖離
がないよう、各県に任せた計画づくり
にさせてほしい。 畜産企画課
②特に、酪肉近代化計画の経営指標に ②生産数量等と同じく経営指標についても地 金融税制班
ついては、国のモデルを各県にあては 域の実情を踏まえ、都道府県や市町村が主体
めると、自給飼料基盤が地理的に乏し 的に、意欲的かつ合理的な指標を作成して頂
い県で大きく乖離するので、各県に任 きたい。
せた指標とさせてほしい。

６１ 地域目標 北陸 北陸管内の富山・石川・福井の３県 酪肉近における家畜市場の平成２７年度に 食肉鶏卵課
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の和子牛市場については、昨年、金沢 おける合理化目標として、年間取引頭数3500 素畜価格
家畜市場に統合されたが、それでも今 頭以上に設定しているところであるが、実際 流通班
回示された計画の家畜市場の取引頭数 の再編統合においては、段階的に行われるこ
の目標に達しない。その場合、肉用牛 とも想定されることから、すべての家畜市場
及び牛肉の流通の合理化の項目の家畜 が年間取引頭数3500頭以上となることを求め
市場の関係の部分の記述は、無理をし ているわけではない。
ても目標数値に合わせる必要があるの
か。

６２ 地域計画 中四国 指定生乳生産者団体が広域化し国の 需要に即した生乳の生産により生乳需給の 牛乳乳製品
（生乳流通） 広島 指定になっているため，県計画におい 安定を図ることが一層重要になっていること 課（ ）

て生乳取引方法の具体的な改善推進方 から、指定生乳生生産者団体の取り組みと整 生乳班
策について記述することは困難ではな 合性を図りつつ、各県の問題点、取り組み方
いか。 針について記述願いたい。

６３ 事業との関係 北海道 市町村計画を作成しない場合、その 下記の事業を実施するには市町村計画を作 畜産企画課
市町村内で営農する畜産農家が不利益 成する必要がある。 地域振興班
を被ることがあるのか。 ①強い農業づくり交付金の「畜産生産基盤
＜参考＞ 育成強化の取り組み （ハード事業のみ）」

補助事業（旧畜産振興総合対策事業 ②畜産担い手育成総合整備事業（担い手支
等）の交付金化に伴い、市町村計画の 援型、再編整備）

（ ）作成は交付金の要領（強い農業づくり ③都道府県営草地整備事業 担い手中核型
交付金等）において要件とされていな ④草地林地一体的利用総合整備事業
い。また、経営改善資金（スーパーＬ ⑤草地畜産生産性向上対策事業
資金等）の貸付を行う場合、大半が酪 ⑥飼料増産受託システム確立対策事業
肉近計画に基づく認定ではなく、農業 ⑦地域肉用牛振興対策事業のうち新規参入
経営基盤強化促進法に基づく農業経営 円滑化等対策
改善計画の認定で貸付が行われてい
る。 なお 「酪農及び肉用牛生産の振興に関す、

る法律」第２４条の５において 「国、都道、
府県、市町村は、基本方針、都道府県計画、
市町村計画に即して酪農及び肉用牛の生産の

」振興に関する施策を実施しなければならない
と定められていることから、事業要件である
かどうかに関わらず、都道府県及び市町村が
計画に即して積極的な取組みを推進していく
ことが、結果として畜産農家の利益に繋がる
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と考えられる。

６４ 事業との関係 東北 市町村計画を策定していることが、 №６３に同じ。
福島 実施要件となっている事業等は何か。（ ）

＜内容＞
補助事業が交付金化されるなど地方

自治体の自由度を高めていくような取
組が進んでいるが、市町村計画を樹立
していることを要件としている畜産関
連施策は何か。

酪肉振興法では、市町村計画を樹立
している市町村内で大家畜生産を行う
者は経営改善計画を作成して公庫資金
の貸付けを受けることができることと
されているが、認定農業者制度が導入
されたことで、本県の場合、その制度
利用実績はない。

市町村から市町村計画を樹立するこ
とでどのような恩恵があるのかという
問いが出てくると思われるので、ご教
示願いたい。

６５ 事業との関係 北陸 強い農業づくり交付金要領において 都道府県計画をもってアクションプランに 畜産企画課
「畜産生産基盤育成強化の取組の畜産 替える場合には、都道府県計画に示した生産 経営指導班
経営の生産・経営技術指導を行う場合 努力目標等を達成するための具体的な取組 経（
にあっては、新しい都道府県酪肉近代 営支援対象及び内容、各支援機関の連携、支
化計画等に基づく・・・・ アクショ 援活動の成果指標と工程表など）が示されて「
ンプラン」を都道府県が策定し、事業 いる必要がある。都道府県計画には、こうし
を推進するものとする 」となってい た細かい項目を書き込むことを義務づける様。
るが、昨年度支援指導関係の会議に出 式を示す予定はないが、県計画の中の「その
席したときに、都道府県計画＝アクシ 他酪農及び肉用牛生産の近代化を図るために
ョンプランと見なしてもよいし、別々 必要な事項」において、アクションプランと
にたててもよいとの説明を受けたが、 同等の内容を示す場合には、都道府県計画を
都道府県計画＝アクションプランとし アクションプランに変えることも出来る。但
た場合、交付金要領に記載されている し、この場合養豚、養鶏等他の畜産分野につ
「経営支援対象及び内容、各支援機関 いては、必要に応じ別途アクションプランを
の連携、支援活動の成果指標と工程表 作成して頂くことになる。
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等」のアクションプランの内容につい なお、アクションプランの策定に当たって
て、今回示される予定である計画作成 は、今年１月２７日に開催した地域畜産総合
の様式に反映されたものとなる予定な 支援体制整備事業等にかかる全国会議で提示
のかどうか。 した「戦略的支援活動の具体的方向性につい

また、反映されない場合「アクショ て」を参照して頂きたい。いずれにしても、
ンプラン」の項目等について、今後、 地域ごとに、都道府県計画に定めた目標を実
具体的な指示があるのかどうか。 現するためには本当に何が必要かをしっかり

議論して頂いた上で、各地域の独自の創意工
夫に基づく現実的な行動計画を作成して頂く
ことが最も重要であると考えている。

６６ 事業との関係 九州 「強い農業づくり交付金 「畜産 計画作成を条件にしている事業は№６３の 畜産企画課」、
業振興事業」等において 「事業を実 とおり。 地域振興班、
施する地域（市町村）において、酪肉 国、都道府県、市町村は、基本方針、都道
近代化計画を策定していること」を条 府県計画、市町村計画に即して酪農及び肉用
件に設定する考えはあるのか。 牛の生産の振興に関する施策を実施しなけれ
県及び市町村が設定する酪肉近の数値 ばいけないこと（法第２４条の５）から、強
目標と 「強い農業づくり交付金」に い農業づくり交付金における数値目標も、都、
おける数値目標との関係について、ど 道府県計画、市町村計画に掲げた目標を当然
のように考えているのか。酪肉近の目 考慮に入れるべきものである。
標数値が達成できない地域には、予算 酪肉近の目標数値が達成できない場合の予
的なペナルティーを付すようなことは 算的なペナルティーについては現段階では、
あるのか。 考えていない。

６６ 事業との関係 九州 強い農業づくり交付金の畜産生産基 畜産生産基盤育成強化事業を市町村が取り 畜産企画課
(２) 盤育成強化を市町村が取り組む場合に 組む場合、アクションプランについては、市 経営指導班

はアクションプランを作成する必要が 町村の計画を県計画で盛り込んでも良いし、
あるのか（県が作成することで良いの 市町村のみの計画を作成しても構わない。ま
か 。また、作成の必要がある場合に た、この計画作成に掛かる費用を県から市町）
は17年度内に作成することで良いの 村へ交付することも可能である。いずれにし
か。 ても１７年度に同事業を実施する場合には、

早急にアクションプランを作成する必要があ
る。

６６ 事業との関係 九州 強い農業づくり交付金の飼料増産及 １６年度までの生産総合対策にあっては、 畜産振興課
(３) び耕種作物活用型飼料増産飼料増産の １２年度に策定した飼料増産推進計画の作成 飼料生産

取組を行う場合に作成する「飼料増産 及び作成予定市町村を要件としていたところ 振興班
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に係る推進計画」は、県計画及び市町 であるが、今回の基本計画や酪肉近代化方針
村計画をもって飼料増産に係る推進計 の見直しに際しては飼料増産推進計画の作成
画としても構わないか。 （改正）は行わないこととしたことから「飼

料増産に係る推進計画」を要件としたもので
ある。

具体的には、
(１)１７年度については、

①１２年度に策定した酪肉近計画や飼料増
産推進計画

②６月末までに策定する１７年度の飼料増
産行動計画

③今年度末までに策定する新たな酪肉近計
画

(２)１８年度以降については、
①１７年度に策定された都道府県や市町村
の新たな酪肉近計画

②各年度の６月末までに策定する飼料増産
行動計画

を「飼料増産に係る推進計画」とする。

６７ 市町村合併 北海道 H17～H18にかけて、道内の多くの市 ① １７年度に市町村合併を予定している市 畜産企画課
町村が市町村合併を予定しており、合 町村については、市町村合併後に２７年度 地域振興班
併市町村計画の再作成に当たって十分 を目標とした計画を作成すれば足りると考
な時間的配慮が必要。 える。
＜検討案＞ この場合、合併協議会において検討する

合併を予定している市町村にあって など、合併後速やかに計画を作成すること
は、合併後速やかに市町村計画を作成 が必要である。
する旨、確約ができる場合は、新計画 ② １８年度以降に市町村合併を予定してい
作成までの間、旧計画に準じて、各種 る場合は、合併の時期にもよるが、基本的
対策を実施できることができる特例の には合併前の市町村において新たな市町村
検討 計画を作成し、合併後、新たな市町村にお

ける計画を作成することが望ましいと考え
る。

③ 市町村計画の策定を要件としている各種
予算措置については、事業ごとに「作成す
る見込み 作成することが確実な場合 都」「 」「
道府県知事が適当と認める場合」も事業実
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施可能としていることから、それらに読み
替えて事業を実施することは可能である。

６８ 市町村合併 東北 近々の市町村合併が確定している市 №６７の①に同じ。
宮城 町村では、今回作成しても合併後に再（ ）

度作成し直さなければならず、非効率
的である。合併が予定されている市町
村においては、合併後の新市町での作
成作業のみで良いのではないか。
《参考》本県内での今後の市町村合併
予定

① H17･10/1 2町合併で1町誕生
② H18･ 1/1 2町合併で1町誕生
③ H18･3/31 1市6町合併で1市誕

生
④ H18･3/31 1市1町合併で1市誕

生

６９ 市町村合併 北陸 管内で今年の１２月に合併予定の市 №６７の①に同じ。
町村がありますが、その場合にも合併
前に各市町村で計画を立てる必要があ
るのかどうか。

７０ 市町村合併 北陸 １７年度末等に市町村合併を予定し №６７の①に同じ。
福井 ている市町村の対応はどうなるのか。（ ）

７１ 市町村合併 中四国 ①計画作成中に合併を予定している市 ①№６７の①に同じ。
島根 町村の計画は、どのように作成するの（ ）

か。 ②№５２に同じ。
②各市町村計画の積み上げと県計画の
数値に整合性が取れない目標もあるが
問題ないか。

７２ 市町村合併 九州 市町村合併が予定されている市町村 №６７の①に同じ。
があるが、その取扱及び作成方法につ
いて（①合併後に作成する（１８年度
作成でも可能か 、②合併前の作成で）
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も構わないか（この場合、合併後は旧
市町村が対象範囲となる ））

７３ 市町村合併 沖縄 合併が予定されている市町村は当 №６７の①に同じ。
面、各市町村毎で計画を提出してもら №５２に同じ。
い、合併後に一つに取りまとめてよい
のか。また、県、市町村計画との整合
性をどのように取るのか。

７４ 市町村合併 東北 市町村酪肉計画を策定後に市町村合 市町村合併後における市町村計画の取扱に 畜産企画課
青森 併が行われた場合、既に策定された市 ついては、市町村合併後に２７年度を目標と 地域振興班（ ）

町村計画については、変更・新規策定 した計画を作成すればよいと考える。
などどのような手続きが必要か。 すでに市町村合併前に旧市町村で新たな市

町村計画を作成した場合の取扱については、
①新設合併の場合は新規策定手続き
②編入合併の場合は変更手続き

が必要である。

７５ 市町村合併 東北 新たな市町村計画と現行市町村計画 畜産企画課
福島 との関連性等について 地域振興班（ ）

① 国が定める作成要領の中に、市町 ① 作成要領の中に、市町村計画を樹立すべ
村計画を樹立すべき期限が盛り込ま き期限（原則として年度内）を盛り込む予
れるのか。 定である。

② 新たな市町村計画を樹立するま ② 当然失効するとは考えない。新しい市町
で、平成２２年度を目標年度とする 村計画が作成されるまでの間について、作
現行市町村計画は有効なのか。それ 業上のタイムラグが生じるだけと考える。
とも、法律上「市町村計画は県計画
の内容と調和するものでなければな
らない 」とされていることから、。
新たな県計画が作成されることで現
行市町村計画は当然失効されると解
されるのか。

③ 合併前の市町村が樹立した新たな ③ 地方自治法施行令第５条の規定により旧
市町村計画は、合併後の旧市町村エ 市町村の事務は新市町村が引き継ぐことと

、 、リア内に限りその計画が引き継がれ なることから 旧市町村が作成した計画は
ると解されるのか。それとも、新た 合併後も旧市町村の範囲内で有効に存続す
な市町村計画であっても合併により ると考える。
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当該計画は失効することになるの しかし、基本方針の見直しに伴い、国、
か。 都道府県、市町村が一貫した方針のもとに

酪農及び肉用牛生産を振興する必要がある
＜背景＞ ため、合併後、速やかな計画の作成をお願

現在、本県では今年度中に７つの市 いする。
町村合併（２７市町村が６市１町に再
編）が行われる見込みである。

こうした状況を踏まえれば、市町村
計画を旧市町村と新市町で二重に作成
しなければならないことを誘導するこ
とは、市町村の反発を招きかねないの
で、どのような運用が可能なのかご教
示願いたい。

７６ 市町村合併 北陸 計画策定できる市町村について、市 現行の酪振法施行規則にあてはめて不都合 畜産企画課
新潟 町村合併で、多くの場合市町村内の農 が生じているケースがあるのであれば、個別 地域振興班（ ）

業者の総数が増加し、飼養密度は全体 具体的に御教示頂きたい。
的に低下傾向にあるが、改正の必要が
あると考えられるがどうか。
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２．家畜及び鶏の改良増殖目標関係
（１）家畜

№ 事 項 地域 質 問 等 回 答 担 当 課

１ 頭数目標の考え 北海道 肉専用種と乳用種別の頭数割合及び 頭数については、肉用牛経営の地域的動向 畜産振興課
方 肉専用種の内容として繁殖牛や肥育牛 を基に見込まれる地域別の飼養頭数の動向を 企画班

等の頭数目標の考えはあるか。 基本とし、北海道のような自給飼料基盤の拡
(乳牛頭数の目標頭数から乳用種は生 大の余地があるところでは増頭の可能性が高

産頭数が制限されるため、北海道にお いと見込むととともに、地域内・経営内一貫
ける肉専用種の増頭率は300％と試算 生産の進展状況も考慮して、他の地域よりも
される。) 伸び率を高く見込んでいる。

また、この伸び率は、受胎率、事故率等の（現状） （目標）

飼養管理の改善、肥育期間の短縮等を見込ん乳牛 86.4万頭 86.8～96.0万頭

だものとなっている。（100％） （100～106％）

なお、当方の試算では、乳用種においても肉用牛 44.7万頭 67.4～74.5万頭

事故率等が低下することから、肉専用種を上（100％） （151～167％）

。肉専用種 12.5万頭 35.2～40.4万頭 回る増頭率で頭数が増加すると見込んでいる
（試算） （100％） （282～323％）

乳用種 32.2万頭 32.2～34.1万頭

（試算） （100％） （100～106％）

２ 目標達成のため 北海道 肉用牛生産の全国平均の増頭率125 肉用牛の生産振興に係る事業については、 畜産振興課
の施策 ％に対して北海道の増頭率は160％と これまでと同様に、積極的に繁殖基盤の強化 肉牛班

大きいが、実現のための新たな施策や を行う意欲ある地域に対して、支援してまい
予算配分などに配慮する考えはある りたい。
か。

３ 県計画の作成に 関東 県計画は、県の実情に応じた考え方 県計画は、各県における実情を踏まえ策定 畜産振興課
あたっての目標 （神奈 を この目標数値に反映させて良いか する必要があるが、肥育期間の短縮が飼料給 企画班、 。
値の考え方 川） （たとえば、黒毛和種の目標が肉質を 与量や家畜排せつ物の減少を通じた経営体質

維持した中で肥育期間の短縮を目指し の強化・環境保全に資することを十分に勘案
たものであるが、地域の実情で高品質 し、目標数値を設定して頂きたい。
（ ） 、化 銘柄化 を目指すものについては

目標数値の相違は良いか ）。
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４ 国・県・民間の 北陸 国、県、民間の連携について、想定 例えば、家畜改良センターが造成した雄型 畜産振興課
連携 新潟 される具体的な方法を教示願いたい。 系統を組み合わせて系統豚の普及を図る事例 企画班（ ） 、

家畜改良センターで改良した高能力畜種を活
用して民間が改良を図る事例、家畜改良セン
ターが供給する血縁構築用種畜を活用して民
間が全国遺伝的能力評価に参加する事例があ
げられる。

５ 県計画の作成 北陸 酪肉計画では作成要領の通知が予定 家畜改良増殖目標については、酪肉計画の 畜産振興課
新潟 されているが、家畜改良増殖目標関係 ような作成要領は特に示すこととしていない 企画班（ ） 。

では作成要領に準ずるような計画作成 都道府県の家畜改良増殖計画に定める事項に
の留意事項等が示されるものか。 ついては家畜改良増殖法第３条の３第２項の

とおり。

６ 改良目標 中四国 生産性向上を図るため 「１泌乳期 前回の改良増殖目標においても 「生産性 畜産振興課、 、
島根 乳量 を 生涯乳量 へ変更した理由 向上を図るため、生涯生産性及び斉一性の向 乳牛班（ ） 」 「 」 。

上に重点を置き」つつ、目標としては１泌乳
期乳量を示したところである。

今回の改良増殖目標において「１泌乳期の
乳量ではなく（中略）生涯生産性の向上に努
めるものとする 」としたのは、１泌乳期の。
乳量は重要ではあるものの、それのみにとら
われることなく、更新産次等を考慮して生涯
生産性の向上に努めるべき、という意図であ
る。

したがって、考え方は従前と変わっていな
いし、示されている目標数値も１泌乳期の乳
量となっているところである。

７ 改良目標 中四国 種雄牛の改良能力向上情報が強調さ 今回の改良増殖目標においても 「乳用牛 畜産振興課、
岡山 れる等により、経営における生涯乳量 の供用年数が短縮傾向にあることを踏まえ 、 乳牛班（ ） 」

の考え方が軽視される傾向があり、平 生涯生産性の向上に努めることとしている。
均産次の低下が経営を圧迫することが ただし、現在、我が国には乳用牛の生涯生
ある。 産性に係る総合的な指標がないことから、こ

この生理的泌乳曲線を加味した生涯 うした指標を設定するための選抜手法の開発
生産性を目標数値として示すべきであ 等について記述したところである。
る。
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８ 改良目標 中四国 黒毛和種は高級牛肉を生産する牛で 肥育期間の短縮については、早期肥育牛で 畜産振興課
岡山 ある。この中で肥育収量月齢を２４～ も品質面で十分な成績を出している牛もある 肉牛班（ ）

２６ヶ月齢とするのは、食料自給率の ことから、実現可能な目標と考えられる。
向上の面で有効な手段である しかし このため、現在と同程度の肉質を維持しつ。 、
この４ヶ月の短縮が肉質の低下のみな つ早期に仕上げる肥育を行うよう技術の普及
らず市場取引価格の低下に及ぼす影響 を図ることが重要であると考えている。
を検証しておかないと、格付以外の要
因により取引価格が低下したのでは、
肥育経営に及ぼす影響は大きい。従っ
てこの検証は早期に行ってもらいた
い。

８ 改良目標 北海道 今回の家畜改良増殖計画において肉 １ 飼養管理の改善として、まず、過肥の肥 畜産振興課
(２) 用牛について肥育期間を短縮した中で 育もと牛を導入することにより飼い直しと 肉牛班

枝肉重量の増加を図ることとしていま いう行為が行われ、肥育効率を悪くしてい
すが、具体的にどのような手だてを考 ることから、今回の目標では、新たに、
えているのかお伺いする。 ① 肥育牛において、肥育開始月齢を早め

るため、肥育開始月齢と体重の数値を追
加し、

② 体型の目標において、過肥にならない
ような育成を行うこととし、さらに、子
牛への十分な粗飼料給与に努めることを
盛り込み、過肥の肥育もと牛を減らし、
ムダのない効率的な肥育を行うこととし
ている。

２ また、遺伝的能力の向上として、
① 優良種雄牛の作出・利用においては、
脂肪交雑に配慮しつつ、増体性等に重点
化していくこと、

② 遺伝的能力評価を活用すること、
による改良を推進することとしている。

３ これらの飼養管理の改善、遺伝的能力の
向上により、肥育期間が短くても、枝肉重
量を増大する肥育方法が可能であると考え
ている。
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９ 改良目標 中四国 年々温暖化が進むなか，ハード面で 改良の推進にはそのための指標が必要であ 畜産振興課
広島 の暑熱対策には限界があり，乳牛自身 り、今回の改良増殖目標における「抗病性」 乳牛班（ ）

の耐暑性がますます重要となってきて では、乳房炎や繁殖性等といった、指標化さ
いる。 れうる形質を想定している。

抗病性等の形質の改良の中に，耐暑 なお、都府県を含めた我が国全体で乳用牛
性の改良は含まれているのか。 改良を実施していることで、海外で改良され

た牛に比べて、高温多湿の期間が長い我が国
。の環境に適した牛が選抜されていると考える

１０ 改良目標 沖縄 前回の計画には乳量7,300kg→8,800 今回の目標は7,500kg→8,400kg(搾乳牛１頭 畜産振興課
kgとあり、今回の目標は7,500kg→ 当り305日)となっている。 乳牛班
8,500kgとなってほとんど変わらない 前回は10年間で1,500kgの増加を目標とした。
このことを踏まえ、供用年数を伸ばし が、今回は、生涯生産性の向上のため体型能
ながら、乳量の目標を達成することは 力の改良を重視することとし、10年間で900kg
可能か。また、体型について、目標数 の増加を目標としたところ。このため、供用
値がないがその意図は何か。 年数の延長と乳量目標の達成は両立可能と考

える。
なお、5年間で乳量の増加が200kgにとどま

っているのは、ＢＳＥや猛暑の影響によるも
のと考えている。

また、体型については、飼養形態を考慮し
ない大型化や体型の不均衡に伴う問題が懸念
されていることから、単純に数値目標を掲げ
るのではなく、飼養環境、経営実態に適した
大きさの斉一化と体各部の均衡を図ることと
したところ。なお、その中でも、特に乳器と
肢蹄の改良を重視することとしている。

（２）鶏

№ 事 項 地域 質 問 等 回 答 担 当 課

１１ 県計画の作成に 関東 県計画は、県の実情に応じた考え方 県計画は、各県における実情を踏まえ策定 畜産振興課
あたっての目標 （神奈 を この目標数値に反映させて良いか する必要があり、地域としての将来的な販路 中小家畜班、 。
値の考え方 川） の確保等を十分に勘案し、目標値を設定され

たい。


